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　我が国の企業数の99％を占める中小企業は、機動性、柔軟性、創造性を発
揮し、「我が国経済のダイナミズムの源泉」として積極的な役割を担うことが
期待される存在として位置づけられています。こうした位置づけとなってい
る中小企業が経営革新など新たな取り組みを積極的に行うためには、中小企
業が不足する経営資源を確保できるよう、国が支援することが重要です。そ
の環境整備のひとつとして、①民間経営コンサルタントとして、中小企業を
全社的視点で経営について診断・助言する能力、②中小企業の利益の最大化
のために、行政・専門家との橋渡し役となる能力を、国が認定するために設
けられているのが中小企業診断士制度です。そして現在、国は中小企業診断
士の総数の拡大に努めています。
　このような時代の流れに対応すべくTAC出版では、中小企業診断士試験の
受験対策書籍としてさまざまなアイテムを刊行しております。
　その中の本書「最速合格のための要点整理ポケットブック」には、次のよ
うな特長があります。

　　① 　第１次試験合格に必要な重要論点を広く網羅しつつ、内容が簡潔に
まとまっていること

　　② 　通勤途中での学習等を考慮して、持ち運びやすいコンパクトなもの
に仕上がっていること

　　③ 　付属の赤シートを使うことにより、重要キーワードの暗記がスムー
ズに行えること

　受験生の皆様にとって、本書が効率よい学習のお役に立てれば幸いです。

2019年12月
TAC中小企業診断士講座

講師室、 事務局スタッフ一同
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❶▶費用関数………………………………………………………
■費用の分類
①　可変費用と固定費用
　　可変費用：生産量に依存し、変化する費用
　　固定費用：生産量に依存しない費用
②　サンクコスト
　　回収不可能な固定費用のこと（埋没費用）

■費用関数の形状
　総費用＝可変費用＋固定費用
＜費用関数（曲線）＞

❷▶費用に関する諸概念…………………………………………
■平均費用
①　平均費用の定義
　生産物１単位あたりの費用（総費用を生産量で割ったものに等し
い）
②　規模の経済の定義
　生産量の増加とともに平均費用が減少すること

企業行動の分析第1章 企業行動の分析第1章
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■平均可変費用
①　平均可変費用の定義
　生産物１単位あたりの可変費用（可変費用を生産量で割ったものに
等しい）
②　平均費用と平均可変費用の関係
　 ●平均費用　＞　平均可変費用
　 ●平均費用を最小化する生産量　＞　平均可変費用を最小化する生産量

■限界費用
①　限界費用の定義
　　生産量を１単位増加させたときに追加的に発生する費用
②　平均費用、平均可変費用と限界費用の関係
　　限界費用曲線は、平均費用曲線、平均可変費用曲線の最低点を通る。
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❸▶利潤最大化行動………………………………………………
■価格受容者（プライステイカー）
　自らの行動が市場価格に影響を与えず、市場で決まる価格を受け入れ
るしかない経済主体
　 ●完全競争市場：すべての参加者が価格受容者であるような市場
　 ●（完全）競争企業：価格受容者である企業

■利潤最大化
＜利潤最大化条件＞
　競争企業の利潤最大化条件　➡　「価格＝限界費用」となるように生
産量を決める。
　①　論理的な解説
　　　１単位生産増加の追加的収入額　＞　追加的費用額　➡　生産増により利潤拡大
　　　１単位生産減少の収入減少額　＜　費用減少額　➡　生産減により利潤拡大
　②　図による解説

■損益分岐点と操業停止点
＜定義＞
　損益分岐点：利潤がゼロに等しくなる点　＝　平均費用の最低点
　操業停止点：生産活動をやめてしまう点　＝　平均可変費用の最低点



5

経済学・経済政策

❹▶供給関数………………………………………………………
■供給関数
すでに産業に参入している企業　➡　限界費用曲線の操業停止点より上の部分

　新たに参入しようとしている企業　➡　限界費用曲線の損益分岐点より上の部分
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■供給の価格弾力性
＜供給の価格弾力性＞
　価格（P）が１％上昇したときに供給量（S）が何％変化するかを表
す指標。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ΔS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 供給量の変化率　　  S  　供給の価格弾力性＝　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　価格の変化率　　  ΔP  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   P  

❺▶課税の効果……………………………………………………
■課税の種類
　従量税……生産物１単位あたりにいくら支払うという税
　従価税……価格の何％かを支払うという税
　定額税……生産量、価格とは無関係に定額だけ支払う税

■従量税の効果
　従量税をtとすると、平均費用、限界費用はそれぞれtだけ上昇し、供
給曲線もtだけ上方にシフトする。
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■従価税の効果
　税率tの従価税が課せられたとすると、課税前の供給曲線を上方へ（1
＋t）倍シフトしたものになる。（供給曲線の傾きが大きくなる）

❻▶生産関数によるアプローチ…………………………………
■生産関数
　生産要素……生産活動に必要な要素
　生産関数……生産要素の投入量と生産量の関係を表す関数

①　平均生産物
　生産要素１単位あたりの生産量　➡　原点と生産関数上の点を結ん
だ直線の傾き
②　限界生産物
　生産要素の投入量を１単位増加させたとき増加する生産量　➡　生
産関数への接線の傾き
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限界生産物

平均生産物

③　利潤最大化条件
　生産関数における利潤最大化条件　➡　「限界生産物価値＝要素価
格」となるように生産量を決める。

　限界生産物価値…… 生産要素の投入量を１単位増加させたときの収入
の増加分

　要素価格……生産要素を１単位増加させたときの費用の増加分

❶▶効用関数………………………………………………………
■効用と選好
　効用（utility）：財を消費することから得られる満足度
　選好（preference）：人々の好みのこと

■効用関数
①　効用関数（utility function）
　消費量の組合せからどれだけの効用（満足度）を得ることができる
かを表す関数
　　U＝U（x、y）
②　限界効用（marginal utility x：MUx）
　他の財の消費量を一定に保ったうえで、x財の消費量を１単位増加

消費者行動の分析第2章 消費者行動の分析第2章
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させたときに上昇する効用の大きさ

■無差別曲線
①　無差別曲線（indiff erence curve）
　　同じ効用水準を得られるような消費量の組合せを結んだ曲線

②　形状
　 ●単調性
　　 ２財のうち一方の財の消費量が増加し、他方の財の消費量が変化し
ない場合に、新しい財の組合せの効用の方が、それまでの財の組合
せの効用よりも高くなること

　 ●  単調性が成り立っているケースでは右下がり（両方の財とも消費量
が多いほど効用が高くなる）

③　特徴
　 ●無差別曲線は交わらない。

■限界代替率
① 　x財のy財に対する限界代替率（marginal rate of substitution：
MRSxy）
　x財を１単位減少させたとき、効用水準を一定に保つために必要な
y財の消費の増加量。
②　特徴
　 ●限界代替率＝無差別曲線への接線の傾き（の絶対値）
　 ●無差別曲線が原点に対して凸　➡　限界代替率逓減
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❷▶予算制約………………………………………………………
■予算制約線と予算集合
　予算集合：予算制約のもとで購入可能な２財の消費量の組合せの集合
　予算制約線： すべての所得を余すところなく使い切った場合に購入で

きる２財の消費量の組合せ

＜予算制約線のシフト＞
　 ●  x財の価格上昇の効果：傾きはより急になり、x軸切片は小さくな

る。
　 ●  y財の価格上昇の効果：傾きはより緩やかになり、y軸切片は小さ
くなる。

　 ●  所得（m）の上昇の効果：傾きは変わらず、x軸切片、y軸切片が大
きくなる。
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❸▶効用最大化……………………………………………………
■無差別曲線と予算制約線が接するのが最適消費点

■最適消費点では、「限界代替率＝財の価格比」が成り立つ。
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